第１号様式（第２条関係）　　（用紙　日本工業規格Ａ４縦長型）

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　みどりの協定書（第　　　　　　号）

神奈川県知事　　　　　　　　（以下「甲」という。）と　　

　　（以下「乙」という。）とは、自然環境の維持及び回復その他自然環境を保全することを目的としてみどりの協定実施要綱（昭和５１年７月１日施行）に基づき次の通りみどりの協定を締結する。
　（みどりの協定区域）

第１条　乙は、その管理に属する次の開発区域をみどりの協定区域（以下「区域」という。）
　として保全し、良好な環境の維持及び回復に努めるものとする。
　（１）区域の所在地
　（２）区域の面積
　（緑化事業の実施）
第２条　乙は、あらかじめ甲と協議の上策定した緑化計画に基づき緑化事業（以下「事業」
  という。）を実施するものとする。
　（協定区域の表示）
第３条　乙は、区域内の土地の主要道路に面する箇所その他地域住民等に周知しやすい位
　置に、みどりの協定区域標示板を設置し、区域を表示するものとする。

　（事業の報告等）
第４条　乙は、事業が完了したときは、甲にみどりの協定事業の完了を報告し、甲は現地
を確認するものとする。
２　甲は、乙に対し事業の実施のほか協定事項の履行に関し、必要な報告を求め、現地調
　査等を行うことができるものとする。
　（事業完了後の維持管理等）
第５条　乙は、事業完了後においても、区域が良好な環境に維持されるよう努めるととも
  に、県及び市町村が実施する環境の保全のための施策に協力するものとする。
　（助言、協力及び現地調査）
第６条　甲は、乙に対し事業の実施、緑化後の維持管理について必要な助言及び協力を行
うものとする。

２　甲は事業完了後、５年目及び第７条に基づく更新の際に生育状況の調査を行い、必
要な助言及び協力を行う。
　（有効期間）
第７条　この協定の有効期間は、協定締結の日から１０年とし、甲乙協議のうえ原則とし
て更新するものとする。
　（緑化計画の変更）
第８条　乙は、甲と協議の上策定した緑化計画を変更しようとするときは、あらかじめ甲
　と協議するものとする。
　（協定事項の継承）　
第９条　乙は、協定事項の履行に係る土地所有権その他の権利の得喪または移転を行おう
　とするときは、あらかじめ協定事項の継承について甲に届け出るものとする。
　 （信義則）
第10条　甲乙両者は、信義を重んじ誠実にこの協定を履行しなければならない。
　 （疑義の解決）
第11条　この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義を生じたときは、甲乙協議
 　のうえ定めるものとする。

　この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、各自その１通を保有するものとする。

　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　甲　神奈川県知事　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

乙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
